
教育のコンテンツ、サービス、メディアの変容と多様化 
~教育産業生態系に関する一考察~ 

 
妹尾 堅一郎* 

Email: senoh@miinet.or.jp  
 

*:産学連携推進機構、一橋大学 

 

◎Key Words 教育コンテンツ、教育サービス、教育メディア、教育産業生態系
 コンテンツやメディアやサービスのデジタル化、

ネットワーク化の進展によって、広義の情報に関

わる産業生態系が変容と多様化を加速している。

例えばテレビ番組はテレビ放送事業者によりテレ

ビ受像器に配信されていたが、今やパソコンから

スマートフォンに至るまで多様なデジタルメディ

アデバイス（デジタル機器）を通じて楽しむこと

ができる。逆に、例えば、スマートフォンは電話

という音像のみならず、画像・映像・テキスト等

のマルチモードなコンテンツが配信される。それ

によってコンテンツ、サービス、デバイスの関係

が変容を始めたのだ。 

 すなわち、従来は、専用コンテンツを専用サー

ビスが専用メディアに配信するという「１：１：

１の分野別・垂直統合的産業生態系」であったも

のが、複数の種類のコンテンツが複数の種類のサ

ービスを経て複数の種類のメディアへ流れるとい

う「Ｎ：Ｎ：Ｎの分野横断・融合的産業生態系」

に変容していると言えるだろう。 

 さらに、コンテンツを配信するのが、従来は供

給ベンダー側だけであったが、現在は従来の使用

ユーザ側も多様なコンテンツを配信するようにな

った(ネット1.0から2.0へ)。 

 このように、従来の分野別・垂直統合的産業生

態系が融合を始め、分野横断・融合的産業生態系

に変容すると、 教育にかかわる産業生態系もそ

の例外ではなくなる。そこでは「コンピュータと

学び」の意味と関係性も大きく変わるはずだ。 

 本報告では産業生態系の変容と多様化を示し、

その教育への意味について俯瞰的・概観的な考察

を行う。 

 

１．パソコンの変遷（円から線へ）（注１） 

 一人が複数のパソコンを持つ時代になった。

ノートパソコンやネットブック型パソコンだけで

なく、スマートフォンをウエアラブル（携行型）パ

ソコンだと見なせば、身の回りにはパソコンがあ

ふれていることになる。 

 さらに、デジタルサイネージやフォトフレーム

といったデジタルメディアデバイスも基本構成

的（商品形態的）には、何らパソコンと変わりは

ない。基本構成が、マイクロプロセッサー、それ

を動かすソフトウエア（OS とアプリケーションソ

フト）、コンテンツの表示装置（液晶等の画面）

であるからだ。あとはダウンロードなり、ストリー

ミングなり、コンテンツをネットワークから引っ張

って来れば良いのである。このように、コンテン

ツを扱うデジタルメディアデバイスは、一種のパ

ソコンと化していることに加え、最近は、専用機

から汎用機への移行が伴っている。すなわちワ

ープロ機器がパソコンに包含されたように、また

携帯電話がスマートフォンに包含されたように、

である。デジタルメディアデバイスというハード

機器の汎用性の上で、ソフトウエア側（アプリケ

ーション）によって専用機能が付与される形に

なったのである。例えば、スマートフォンは「ゲ

ーム機」にも「電子辞書」にもなるのは、そういっ

たことの例示となる。 

 さて、そのパソコンの意味は 10 年ごとに変わ

ってきている。 

 １９９０年代初頭、パソコンは小型で高速な「計

算機」として語られていた。確かに本来の英語

はコンピューティングマシンであるから計算機と

いうのは間違いではない。 

 ところが２０００年代初頭になると、多くの人が

「メディア」と答えるようになった。人と意思疎通

をするコミュケーションメディアであり、あるいは

画像や音楽などの情報を楽しむためのマルチ

モードなマルチメディアに変化したのである。 

 そして 10年代初頭の現在は、「ネットワークサ

ービスのインターフェイス」になりつつある。たと

えば若者がサッカー・ワールドカップの中継を

見るとしよう。どんな観戦スタイルになるだろうか。

情報端末は、パソコン、携帯電話のワンセグ放

送、スマートフォンと幾通りにもなるはずだ。もし

かすると、テレビ受像器を通じてＴＶ番組を見て

いるのは少数派かもしれない。 
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 もう一つ、若者が映画を見るケースを想定して

みよう。ＤＶＤを借りてきてテレビを通じて見るの

だろうか。むろんそうした者もいるが、もはや少

数派かもしれない。多くの若者では、ネットサー

ビスを介してパソコンやスマートフォンで映画鑑

賞するスタイルが定着しつつある。 

 これが「モノの所有からサービスの使用へ」と

いう価値の変容である。つまりテレビ番組や映

画というコンテンツについて、「ＤＶＤというモノ

を所有して楽しむ」から「レンタルでモノを借りて

（あるいはシェアして）楽しむ」を経て、「ネットサ

ービスを利用して楽しむ」へと変化が起きてい

るのである。 

 これはすで音楽で起きていることでもある。か

つて「ＣＤを所有する」から「ＣＤを借りる」に移

行し、今は完全に「ネットを通じて音楽をダウン

ロード（あるいはストリーミング）する」に変わっ

た。現在の若者の多くは、かつての数十万円も

したステレオセットと 3000 円前後のＣＤというハ

ードではなく、数万円の<iPod>やスマートフォン

と百円程度のダウンロード料というサービス料

金で音楽を楽しむようになっているのである。ま

た、例えば、パソコンを通じてインターネットラジ

オにアクセスをする者も増加中だ。 

 世界全体の音楽販売は、すでにディスクを通

じた販売額よりもネットワークサービスを通じた

販売額が上回っている。新興国でのネット普及

に伴って、ネットを通じた販売は増えると見込ま

れる。 

 こうしたことは「円から線へ」のパラダイムシフト

と呼ぶことができる。ここで円とはＤＶＤやＣＤ、

ブルーレイといった円盤のことであり、線とは光

ファイバーや高速無線のネットワークサービス

のことである。円盤というモノから線を使ったサ

ービスへの変化は確実に動いているのである。 

 さて、「円から線へ」の根底にあるのは、ＣＤや

ＤＶＤが欲しいのか、それとも音楽が聴きたい

のか、映画を見たいのか、という問いである。そ

れは、コンテンツが入ったモノ自体の所有に価

値を置くか、所有にこだわらずコンテンツを楽し

むか、ということである。 

 学生に音楽をどう楽しんでいるか聞くと大多数

はＣＤの所有にはこだわっていない。（５％くら

いの少数派はＣＤが欲しいと言うが、これはある

意味でオタクと呼べるかもしれない。かくいう筆

者もその一人である）。 

 大多数の若者にとっては、こだわるのはコン

テンツそのものであって、その際のハードウエ

アや放送といったサービスはコンテンツ獲得の

ための手段に過ぎない。そこでは、モノの価値

が今までより相対的に軽くなるのは当然ではな

いだろうか。 

 

２．１対１対１からＮ対Ｎ対Ｎへ 

 こういった産業生態系の変容を踏まえると、

「テレビを見る」は死語になった。 

 これまでは「テレビ番組を、テレビ放送という

サービスを通じて、テレビ受像器で見る」ことを

「テレビを見る」と称した。しかし、テレビ番組や

映画は、あらゆるネットワーク端末としてのデジ

タルメディアデバイスを通じて見られるようにな

りつつある。かつて「コンピュータ、ソフトなけれ

ばタダの箱」とコンピュータを揶揄する表現があ

ったが、現代は「コンピュータ、ネットつながらな

ければタダの箱」であるとも言えよう。コンピュー

タはネットワーク化されて初めて価値を生むも

のになったのだ。そして、その価値は以前とは

比較にならないほど莫大なものである。（注２） 

 一方、コンテンツはどうか。ネットワーク上の情

報はニュースや記事だけではない。小説や教

科書等も電子書籍サービスを通じて「電子ブッ

ク」で読まれるようになっている。 

 さて、こうしたテレビをめぐる状況は産業生態

系の変容を意味する。かつて専用コンテンツを

専用サービスが専用メディアに配信されるとい

う「コンテンツ、サービス、デバイス」はテレビ番

組、テレビ放送、テレビ受像器という１対１対１の

関係として、いわば分野別・垂直統合的産業生

態系」を形成していた。しかし、現在は、複数の

種類のコンテンツが複数の種類のサービスを

経て複数の種類のメディアへ流れるというＮ対

Ｎ対Ｎの「分野横断・融合的産業生態系」に変

容しつつあるといえるだろう。 

 情報の受け手は、どのようなコンテンツを、ど

のようなサービスを通して、どのようなデバイス

で見ても構わない。このとき、分野別・垂直統合

的産業生態系を前提にしたビジネスが立ちゆ

かなくなるのは当然である。日本のテレビやパ

ソコンといった家電産業等が近時立ちゆかなく

なったのも従来の生態系を前提とする思考から

抜け出せず、次世代生態系を踏まえたものに

移行できなかったからである。 
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３．産業モデル変容の教育への７つの論点 

 さて、上記のような産業生態系の変容は、教

育の観点からとらえると、どのような考察を促す

のだろうか。その論点を列挙する。 

 第一、上記のコンテンツは、「教育コンテンツ」

も含むものであるということを認識しなければな

らない。すなわち、「電子書籍」の一部としての

「電子教科書」、あるいは「電子ブック」という電

子書籍専用デジタルメディアデバイスを通じて

のみ教育コンテンツが扱えるということだろうか。

そうではない。教育に関わる教材全てがコンテ

ンツとしてネットワーク上の情報となりえるという

ことであり、そのコンテンツを入手・活用できる

デジタルメディアデバイスも、これまた複数にな

る。そして、その間をつなぐサービスもおそらく

複数になるだろう。 

 消費者（学ぶ側）の立場から言えば、基本的

には、「いつでも、どこでも、誰でも」あるいは

「どのような教育コンテンツも、どのようなサービ

スを経て、どのようなメディアでも使用できる」こ

とが、もっとも便利である。そうだとすれば、こう

いったＮ対Ｎ対Ｎ化は進展すると考えた方が良

いはずだ。 

 第二、その結果、メディアとしての「教科書」の

意味は限定されることになるのではなかろうか。

従来、「教科書」とは、アナログメディアである紙

媒体と教育内容のコンテンツの統合体を意味し

ていた。すなわちメディアとコンテンツは不可分

であった。教科書という言葉は、物理的な紙メ

ディアを指す場合もあれば、その内容である

「確かめられ体系だてられた情報の集合体」を

指す場合も、そして両者を混在的あるいは統一

的に示す場合もあった。 

 デジタルメディアデバイスが多様化し、そのど

れもがあらゆるコンテンツを利用できるようにな

るとき、「教科書」の意味は、コンテンツを示すこ

とに傾斜するであろう。物理的には、パソコン、

スマートフォン、タブレット PC 等、あるいはイン

ターネット TV 等が活用されることになる。それ

らのデジタルメディアデバイスはあらゆる情報

を扱うようになる。そうなるならば、そこで「教科

書」として意味を有するのは、コンテンツのみに

なるに違いない。 

 第三に、「電子ブック」の中で専用機の中で、

教育用に特化した「電子教科書専用デジタルメ

ディアデバイス」はありえるだろうか。たしかに、

そういったデジタルメディアデバイスがありえる

ことは否定しない。しかしデジタルメディアデバ

イスが基本的に広汎なコンテンツを運ぶ汎用メ

ディアとなりえるのならば、教科書というコンテ

ンツはその広汎なコンテンツの中の一つに過

ぎなくなる。先述のとおり、デジタルメディアデ

バイスというハード機器の汎用性の上で、ソフト

ウエア側（アプリケーション）によって専用機能

が付与される形になるならば、教育専用機器が

意味を持つのは極めて限定的な領域あるいは

対象向けになるであろう。 

 第四に、従来の紙媒体による教科書をはじめ、

あらゆる教材がデジタルコンテンツとして全て

電子化されるであろう。その意味では、今まで

の全ての教科書は電子化されて、さまざまなサ

ービスを通じて、あらゆるデジタルメディアデバ

イスであろうと配信されうることになるはずだ。そ

ればかりではなく、新たなデジタルメディアデ

バイスやデジタルネットワークサービス等の特

性を活かした新しいコンテンツが開発されてい

く。それがどのようなものであるのか。まさにＣＩ

ＥＣ学会の大きな研究課題である。 

 第五に、これらを踏まえると、いかなるものも

教材たりえる世界が拡がることを意味する。例え

ば、新聞を教材として活用するといった試みも

多々あった（NIE：Newspaper in Education）。し

かし単に新聞や雑誌といったものだけではなく、

多様な情報が、従来のような「教科書」と「参考

書」を超えて教育に資する情報と見なされるよう

になるに違いない。そればかりではない。ネット

上の、たとえばブログ、たとえばチャット、たとえ

ば企業サイト等々、あらゆるものがデジタルメデ

ィアデバイスを通じて「教材候補」になるだろう。

つまり、全てのネットワーク上の情報を「教材」と
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見なされることになる。 

 第六、ただし言うまでもなく、現在ネットワーク

を通じてデジタルメディアデバイスで入手しうる

情報には誤情報・偽情報・陳腐化情報や誹謗

中傷や公序良俗に反するもの等々、従来の教

科書、「ある程度信用して良いとの合意の下に

使用される情報の体系的集合体」という権威に

裏付けられた教材とは対局にある多様な情報

に満ちあふれている。そこで、これらは「反面教

材」となる。そして、その活用を通じて、情報社

会における「メディアリテラシー」を訓練すること

が重要かつ喫緊の課題となるだろう。（注２） 

 第七に、教科書として作成された情報を教科

書として使用するということと、あらゆるコンテン

ツを教科書として使用しえるということは、授業

を行う側にとって、その行為の意味を変容と多

様化させることになるだろう。 

 従来の教科書は、「確かめられ・体系立てられ

た情報の集合体」であった。知識を知っている

人から知らない人に移転する（伝授する）ことが

授業（特に講義）であるとされていたから、そこ

で使用されるのが教科書であり、教科書を使用

して知識を教える（知識伝授）という教師の行為

（サービス）が求められていたわけである。（し

かも、初等・中等教育については、教え方につ

いてかなりの程度を指導要領という「標準」によ

って規定がなされていた。） 

 しかしながら、産業生態系の変容によって、ほ

とんどすべてが情報化し、それらをあらゆるデ

ジタルメディアデバイスを経て入手することがで

きるようになったとき、教員による授業というサ

ービスが従来のままの機能と意味であるとは考

えられない。 

 すなわち、従来の知識を保有しているがゆえ

に知識伝授の教育（講義）を行うのが教員で良

いのか。それ「だけ」が教員の役割機能である

はずはない。なぜならば、単に「知識伝授」（あ

るいは知識移転）だけであれば、はるかに「巧

い教員の授業」を「いつでも、どこでも、誰でも」

視聴することが可能になるからである。 

 では、「今だけ、ここだけ、あなただけ」にふさ

わしい「学習支援」はどうだろうか。あるいは、お

互いに「教え合い、学び合う」といった「互学互

習」はどうであろうか。教員の力量がいかに既

存知識を伝授するか、ということから、いかに

「気づき・学び・考える」ことを促せるか、にかか

ってくることになるであろう。あるいは、先端領

域において、どのように先端知を（協働）創出す

るような授業の工夫が一段と求められることにな

るだろう。（注４） 

 

★．むすび 

 以上の議論を踏まえみれば、デジタル化、ネ

ットワーク化によって生じる産業生態系の「Ｎ：

Ｎ：Ｎ」化という変容は、実は教育や人財育成の

あり方自体に多大な変革を迫ることになるので

ある。そのことは、「コンピュータと学び」の関係

を根底から再検討することを促す。ＣＩＥＣが学

会として活躍すべきことが、この点からも明瞭で

あると強調したい。 

 

【注】 
（注１）本論の第一節、第二節は、以下の記事を元に加筆

修正をしたものである。 

 妹尾堅一郎「テレビを見るは死語に 産業の変化を見据

えよ」、連載「新ビジネス発想塾」第 5 回、『週刊 東洋経

済』、2012年6月9日号、東洋経済新報社、2012年。 

（注２）すなわちスタンドアローン（単体機器）としてのコン

ピュータを前提にした「コンピュータと学び」を議論するこ

とには限界がある。従来のCIEC学会の英文名を2010年

に変更した際、「Community for Innovation of Education 

and learning through Computers and communication 

networks」として、「communication networks」の文言を付け

加えたのはその意味に他ならない。 

（注３）ここでいうリテラシーとはメディアの操作力ではなく、

情報を検索・探索できる能力あるいは誤情報・偽情報・陳

腐化情報等を見分ける力を意味する。 

・妹尾堅一郎「リテラシーの変容と「検索・探索」~情報活

動教育のフレームワークと実践」、コンピュータ＆エデュケ

ーション（CIEC 学会誌）、Vol.9、pp42-47、柏書房 1998

年。 

（注４）ここで論じている授業法の多様化や教員の役割と

意味の変容については、次を参照されたい。 

・妹尾堅一郎: "社会人教育における授業法", CIEC編「学

びとコンピュータハンドブック」第9章, p306-349, 東京

電機大学出版局 (2008). 

・妹尾堅一郎「教育イノベーションの俯瞰図~従来モデル

を再吟味し、新規モデルを探索する~」、2009 PC 

Conference 論文集、pp207-210、愛媛大学、CIEC 学

会、2009年。 

・妹尾堅一郎「知と授業法の関係の多様化へ~知識論と

教育方法論の関係性論考の起点として」、2008 PC 

Conference 論文集、pp184-187、慶應義塾大学 SFC、

CIEC学会、2008年 

・妹尾堅一郎 「実務家教員の必要性とその育成につい

て：「実務知基盤型教員」を活用する大学教育へ」、大

学論集、広島大学高等教育研究センター、pp109-128、

Vol.39、2008年。 
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